
          板橋区老人ホーム入所判定委員会運営要綱 

（設置） 

第１条 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号。以下「法」という。）第１１条第１項 

第１号及び第３号に規定する措置の要否の判定等を行い、措置事務の適正な実施を図 

るため、板橋区に板橋区老人ホ－ム入所判定委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（掌握事項）      

第２条 委員会は、板橋区長（以下「区長」という。）の依頼に応じ、次の各号に掲げる 

事項について判定又は検討を行う。 

  ⑴ 法第１１条第１項第１号又は第３号に規定する措置（以下「入所措置」という。）

   の要否に関すること。 

  ⑵ 区長が入所措置の継続について判定の必要があると認めた者に係る入所措置の継

続の要否に関すること。 

  ⑶ 第１号に規定する要否の判定により入所措置が要と判定された者に係る入所する

までの間の在宅処遇の方針に関すること。 

  ⑷ 第１号に規定する要否の判定により入所措置が否と判定された者に係る処遇の方

針に関すること。 

  ⑸ その他区長が必要と認める事項 

（構成） 

第３条 委員会は、次の各号に掲げる者につき区長が任命又は委嘱する委員をもって構成 

する。 

  ⑴ 法第６条に規定する社会福祉主事 

 ⑵ 地域保健法（昭和２２年法律第１０１号）に定める保健所長又はその指定する者 

 ⑶ 医師法（昭和２３年法律第２０１号）に定める医師 

  ⑷ 法第２０条の４に規定する老人福祉施設の長又はその指定する者 

 ⑸ 老人福祉担当者 

 ⑹ その他区長が必要と認める者 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（主宰） 

第５条 委員会は、区長があらかじめ指定する委員が主宰する。 

（招集） 

第６条 委員会は、区長が定期的に招集する。 

２ 前項に規定するもののほか、必要があるときは、区長は臨時に委員会を招集すること 

ができる。 

（措置の基準） 

第７条 第２条第１号及び第２号に規定する入所措置及び入所措置の継続の要否の判定は

 別紙１「措置の基準」による。 

（報告） 

第８条 委員会は、第２条に規定する判定又は検討の結果を別紙２「老人ホ－ム入所判定 

 審査票」（以下「審査票」という。）により区長に報告するものとする。 



（緊急入所措置） 

第９条 区長は、緊急やむを得ないと認めるときは、委員会の判定をまたずに入所措置を 

とることができる。 

２ 前項の規定による処置については、区長は、次の委員会においてこれを報告しなけれ 

ばならない。 

（審査依頼） 

第１０条 区長は、第２条第１号又は第２号に規定する措置の要否判定が困難な場合は、 

東京都福祉保健局長に審査を依頼することができる。 

（謝礼） 

第１１条 委員に対する謝礼は、予算の範囲内で支給する。 

（守秘義務） 

第１２条 委員は、審査票の内容その他職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。退職 

解任及び解嘱後も同様とする。 

（解任等） 

第１３条 区長は、委員が次の各号のいずれかに該当するときは、これを解任又は解嘱す 

ることができる。 

  ⑴ 委員の資格を失ったとき。 

  ⑵ 前条の規定に違反したとき。 

 ⑶ その他、職務を行うに適当でないと認められるとき。 

（庶務） 

第１４条 委員会の庶務は、高齢政策課において処理する。 

（実施細目） 

第１５条 この要綱の実施に関して必要な細目は、別途定める。 

 

   付則 

 この要綱は、昭和６１年１０月１日から施行する。 

 

   付則 

 この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

 

   付則 

 この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

 

   付則 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

   付則 

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

   付則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

   付則 

 この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 


